
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

物価高騰対応 「牛久市生活応援商
品券」事業

①急激な物価高騰の市民及び市内事業者への多大なる
影響に鑑み、牛久市内でのみ使用できる「生活応援商品
券」を全市民に配布することで、市民生活の食料品を含む
支援及び市内経済の活性化の両立を目指す。
②補助金（商品券換金分と郵送料）
③商品券換金分420,000千円、事業運営費83,279千円（郵
送料32,390千円、封入等作業経費17,050千円、商品券印
刷費5,267千円等）
④市民、市内事業者

R8.1 R8.4以降

2
③消費下支え等を
通じた生活者支援

ハートフルクーポン券事業
（R6国補正予算分）

①急激な物価高騰の市民及び市内事業者への多大なる
影響に鑑み、市商工会が発行するプレミアム付地域振興
券の発行を支援するための補助金を交付し、市民生活及
び事業継続の一助とする。
②補助金（プレミアム分と事業運営費）
③プレミアム分のうちの88,000千円（換金総額：６億円-販
売総額：５億円-事業者負担分として換金総額の２％：
1,200万円）のうち、52,800千円分
④市民、市内事業者

R7.4 R8.3

3
③消費下支え等を
通じた生活者支援

ハートフルクーポン券事業
（R７国予備費分）

①急激な物価高騰の市民及び市内事業者への多大なる
影響に鑑み、市商工会が発行するプレミアム付地域振興
券の発行を支援するための補助金を交付し、市民生活及
び事業継続の一助とする
②補助金（プレミアム分と事業運営費）
③プレミアム分のうちの8,800万円（換金総額：６億円-販売
総額：５億円-事業者負担分として換金総額の２％：1,200
万円）のうち、35,200千円分
　事業運営費9,692千円（券印刷費5,544,000円、チラシ印
刷費475,200円、ポスティング費223,300円、保険料70,000
円、報酬費1,945,000円、消耗品費1,434,500円）
④市民、市内事業者

R7.4 R8.3

4
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

小学校給食費負担軽減支援事業

①食料品の物価高騰に直面している中、保護者に対して
給食費の負担軽減を図り、これまで通りの栄養バランスや
量を保った学校給食を提供する。
②小学生の給食賄材料費
③3,945人×保護者給食費分4,320円×3か月分
=51,127,200円
（児童数が減じた場合は物価高騰分に充当する。物価高
騰含めると賄材料費は月額4,320円×約1.3倍=約5,616円）
④公立小学校保護者（義務教育学校前期課程含む）
※教職員の給食費は含んでいない。

R8.1 R8.3

5

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

令和７年度牛久市物価高騰対策補助
金（介護施設等分）

①補助金を交付することにより、物価高騰に伴う負担を軽
減し、事業の継続及び経営の安定化を図り、もって利用者
が安心して利用することができる環境を整備する。
②事業運営費全般
③総事業費（補助金+事務費）18,801,320円
補助金：18,550,000円（内訳：特別養護老人ホーム、介護
付有料老人ホーム、介護老人保健施設、小規模多機能型
居宅介護、短期入所生活介護（21床以上）
500,000円×17事業所=8,500,000/認知症対応型共同生活
介護、介護付有料老人ホーム、短期入所生活介護（20床
以下）200,000円×11事業所=2,200,000円/
通所介護150,000円×28事業所=4,200,000円/訪問介護、
訪問看護100,000円×23事業所=2,300,000円/居宅介護支
援50,000円×27事業所=1,350,000円）
事務費：251,320円（内訳：時間外勤務手当2,500円×45h×
2人＝225,000円/封筒コピー用紙代3,000円/勧奨通知郵
送料110円×106件=11,660円/決定通知郵送料110円×
106件＝11,660円）
④市内介護事業所　106か所

R8.1 R8.3
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⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

令和７年度牛久市物価高騰対策補助
金（障害者福祉施設等分）

①補助金を交付することにより、物価高騰に伴う負担を軽
減し、事業の継続及び経営の安定化を図り、もって利用者
が安心して利用することができる環境を整備する。
②事業運営費全般
③総事業費（補助金+事務費）　22,800,000円
補助金　22,200,000円（内訳：居宅系50,000円×19＝
950,000円/訪問系100,000円×22＝2,200,000円/通所系
（児童）100,000円×26＝2,600,000円/通所系150,000円×
46＝6,900,000円/入所系（短期入所・共同生活援助）
150,000円×57＝8,550,000円/入所系（施設入所） 500,000
円×2＝1,000,000円）
事務費　600,000円（内訳：時間外：300,000円、消耗品：
200,000円、郵送料：100,000円）
④市内障害福祉サービス事業所　１７2か所

R8.1 R8.3

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画



7

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

令和７年度牛久市物価高騰対策補助
金（民間保育園等分）

①市内保育施設の電気・ガス等の物価高騰に伴う負担を
軽減し、事業の継続及び経営の安定化を図り、もって利用
者が安心して利用することができる環境を整備するため。
②事業費
③保育園：400,000円×11施設＝4,400,000円
   小規模保育施設：100,000円×3施設＝300,000円
   認可外保育施設：100,000円×9施設＝900,000円
   認定こども園　：479,699円
   合計　　　　　：6,079,699円
④保育園、小規模保育施設、認可外保育施設、認定こど
も園（保育園分）

R8.2 R8.3
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⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

令和７年度牛久市物価高騰対策補助
金（医療機関等分）

①市内に開設し厚生労働大臣が指定する保険医療機関
（病院、有床診療所、無床診療所、歯科診療所）及び保険
薬局に対して補助金を交付することにより、物価高騰に伴
う医療機関等の経済的な負担を軽減し、事業の継続及び
経営の安定化を図り、もって利用者である市民が安心して
利用することができる環境を整備することで、市民への
サービス低下を防ぐため。
②人件費（常勤職員時間外勤務手当）：25千円、役務費
（郵送料）：110円×133件×2回=30千円、物価高騰対策補
助金：17,400千円
③病院2か所：2,000千円×2=4,000千円
有床医療機関2か所：250千円×2=500千円
無床医療機関46か所：100千円×46=4,600千円
歯科医療機関40か所：100千円×40=4,000千円
保険薬局43か所：100千円×43=4,300千円
④病院、有床診療所、無床診療所、歯科診療所、保険薬
局

R8.1 R8.2

9
⑧農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

令和７年度牛久市認定農業者価格高
騰対策応援給付金

①農業生産資材等の価格高騰により、市内農業者が厳し
い経営状況に直面していることから、緊急支援として給付
金を交付し、経費負担を軽減することで、経営の安定化を
図る。
②給付金、郵便料
③対象者　８９名（認定農業者等83名+予備5名）
　　給付金　89名×200,000円=17,800,000円
　　郵便料（切手代）
　　　 　　　　89名×110円×3通（案内・返信・決定通知）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　=29,370円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計　17,829,370円
④市内に住所を有する認定農業者等

R8.1 R8.3
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⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

令和７年度牛久市物価高騰対策補助
金（民間幼稚園等分）

①市内幼児教育施設の電気・ガス等の物価高騰に伴う負
担を軽減し、事業の継続及び経営の安定化を図り、もって
利用者が安心して利用することができる環境を整備するた
め。
②事業費
③幼稚園　　　：400,000円×2施設＝800,000円
   認定こども園：720,301円
   合計　　　　：1,520,301円
④幼稚園、認定こども園（幼稚園分）

R8.2 R8.3
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⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

令和７年度牛久市物価高騰対策補助
金（民間児童クラブ分）

①原油価格等の物価高騰に直面しているなか、放課後児
童健全育成事業者の負担軽減を図り、サービス提供体制
を維持する。
②補助金、事務費（時間外勤務手当、振込手数料）
③補助金
　（１）児童の数が10人以上の事業者：65,000円×1か所
　（２）児童の数が10人未満の事業者：30,000円×1か所
　事務費
　　時間外勤務手当　12,540（2,090円×6時間）
　　口座振込手数料　茨城YMCA　55円
　　　　　　　　　　　　　やまびこ　　121円
④市内民間放課後児童健全育成事業者"

R8.1 R8.4以降

12
⑤省エネ家電等へ
の買い換え促進によ
る生活者支援

省エネ家電買替促進事業（物価高騰
対策事業）

①エネルギー価格の高騰により影響を受ける家庭の負担
軽減を図るため，また省エネ化により温室効果ガスの排出
抑制を図り地球温暖化板柵を推進するため、省エネ性能
の高いエアコン・冷蔵庫への買替費用の一部を助成する。
②エアコン・冷蔵庫の買替にかかる購入費用に対する補
助金，事業実施のための委託料、郵便料等
③補助金　50,000千円（上限50千円×1,000世帯分）
　委託料　 8,994千円
　役務費　　 668千円
　時間外手当 604千円
　需用費　　 163千円
　賃借料　　 171千円
④対象家電へ買い替えた市民

R8.2 R8.4以降


